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   核兵器禁止条約第３回締約国会議にオブザーバー参加を求める意見書 

 

上記の意見書案を提出する。 
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核兵器禁止条約第３回締約国会議にオブザーバー参加を求める意見書 

 

 ２０２１年に発効された核兵器禁止条約は、核兵器を壊滅的な結末をもたら

す非人道的な兵器であるとし、国際連合憲章、国際人道法、国際人権法に反す

るとして、核兵器を国際法上初めて違法なものとした。 

 ２０２２年に開かれた第１回締約国会議には、８０か国以上が参加し、署名

国以外にも北大西洋条約機構（ＮＡＴＯ）加盟国である、ドイツ、ノルウェー、

オランダもオブザーバーとして参加した。 

 ２０２３年の第２回締約国会議には９４か国が参加し、署名国以外にもドイ

ツやオーストラリアなど３５か国がオブザーバー参加をした。一方で、唯一の

戦争被爆国である日本政府は、被爆者団体からもオブザーバー参加を求められ

たにも関わらず、２回連続で参加を見送った。 

 第３回締約国会議は、広島・長崎に原爆が投下されてから８０年となる今年

３月に開催される。昨年ノーベル平和賞を受けた日本被団協（日本原水爆被害

者団体協議会）も強く日本政府がオブザーバー参加することを求めている。 

 日本政府が唯一の戦争被爆国の政府として、核兵器禁止条約締約国会議にオ

ブザーバーで参加し、核兵器廃絶に向けた役割と責任を発揮することを求める。 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

 

令和７年２月２８日 

下 関 市 議 会 


